
平成 31 年 2 月

平成 30 年度 平成 39 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,260 円 2,678 円

2,160 円 2,511 円

2,160 円 2,502 円

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用

身延町下水道事業経営戦略

平成4年度
（経過年数27年）

身延町

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

20.99人/ha

2処理場（帯金・塩之沢浄化センター、中富浄化センター、下部浄化センター）

無

･一般家庭用と区別せず、一律の下水道使用料体系を採用。

処 理 区 数 ３処理区（帯金・塩之沢処理区　、　中富処理区　、　下部処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

町内の汚水処理事業については、生活排水処理施設整備構想に基づき、経済性、効率性等を重視して、整
備が推進されてきた。広域化、共同化、最適化等への取組については、具体的な検討等には至っていな
い。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成29年度

平成28年度 平成28年度

平成27年度 平成27年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

・現行使用料体系は平成29年4月1日に改定。（前回は平成19年4月に改定）
・公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業で同一の使用料体系を採用している。
・基本使用料と従量使用料を併用した体系となっており、使用量の増加応じて使用料単価が高くなる累進制
（累進度1.2）を採用している。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

・未導入

・未導入

 イ　指定管理者制度

・処理場維持管理等については民間業者に委託。
・包括的民間委託は未導入。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

・環境上下水道課下水道担当にて、他の下水道事業と一体的に運営。
・平成29年度現在の職員6名。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※特になし

職 員 数

・中富処理区では、汚泥の肥料化を実施。

・特になし。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

１）建設改良費の財源
・建設財源となる国庫補助金や地方債については、建設改良費の内容に応じて、現行の国の制度により算定される額を計上している。
・国庫補助金：２３６百万円　地方債：２２２百万円

２）下水道使用料・一般会計繰入金
・下水道使用料単価は平成29年度実績で134円/㎥であり、汚水処理単価249円/㎥に対して経費回収率は53.8％となっているため、使用
料を改定し経費回収率を向上させることが、経営健全化のために必要である。今回策定の経営戦略では、利用者の急激な負担増を回避
することを考慮した改定率による定期的な使用料改定を行うことを加味しており、段階的に経営の健全度を向上させることを目指す。
・一般会計繰入金は、繰出基準に基づく公費負担分や使用料収入で賄えない汚水処理費への補填等に充てるため、平成29年度には約
１，８億円が繰り入れられ、そのうち約５，６００万円が基準外繰入金となっている。
・将来的な人口減少や厳しい財政状況等を鑑みると、過度な一般会計への依存は望ましくなく、自立した下水道経営のために、基準外繰
入金を中心に、一般会計繰入金の削減に努めることが必要となる。

投資・財政計画の対象期間（H30～H39）における投資計画としては、以下の事業を位置付けている。

１）中富浄化センター　電気設備更新事業
約１億４，０００万円（H38～H39）
２）帯金・塩之沢浄化センター　機械設備更新事業
約６，９００万円（H36～H37）
３）マンホールポンプ　設備更新事業
・中富処理区　約８，４００万円（H34～H39）
・帯金・塩之沢処理区　約９，１００万円（H32～H38）
４）デジタル無線化
・下部処理区　約１，０００万円（H32）
５）総合地震対策
（計画策定）　中富処理区、帯金・塩之沢処理区　約１，２００万円（H32　公共と一括）
（工事）帯金・塩之沢処理区　約１，７００万円（H34）
６）管渠整備（国道拡幅工事に合わせて施工）
・中富処理区　約１，０００万円（H39）
７）ストックマネジメント計画策定
・全処理区対象　約４，７００万円（H31～H32　公共と一括）

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

【身延町下水道事業　経営の基本方針】
身延町の下水道事業は、５つの事業により、町内の生活環境の向上等に大きな貢献をしてきました。
しかしながら、施設の老朽化や人口減少に伴う税収・使用料収入の減少等の様々な課題を抱えています。
今後も健全で安全な事業運営を図るために、以下のような基本方針を位置付け、これに基づき各施策に取り組んでいきます。

１．老朽化対策の推進
■機械・電気設備を中心とする設備の老朽化に備え、持続可能な下水道事業運営を図るため、ストックマネジメント計画の策定等の老朽
化対策に積極的に取り組んでいく。

２．経営の健全化
■下水道事業の経営健全化を図るため、下水道使用料を適正な水準とすることにより経費回収率の向上を図るとともに、一般会計繰入
金への過度な依存を解消し、自主性の高い経営を目指す。また、経営状況を的確に把握・分析するために、地方公営企業法を適用し、公
営企業会計の導入に着手する。

３．効率的な汚水処理の位置付け
■下水処理の効率化を図るため、施設の統合、再構築等を検討していく。

４．各種政策への取り組み
■下水道事業を持続するために、国が打ち出す「PPP/PFI」や「広域化・共同化・最適化」等の施策に積極的に取り組む。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資・財政計画の対象期間における投資以外の経費としては、以下の事項を位置付けている。
１）維持管理費
・過去の実績等を基に算定しており、年間９，０００万円から１億円程度で推移する見通しである。
２）公債費
・今後公債費（元金・利息）は年々減少する見通しであり、平成39年度には約７，６００万円となる見通しである。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組
・上記以外の今後の財源確保に関する取組について、国の動向や他都市の状況を注
視し、必要に応じて検討を進める。

・資産活用により収入増加の取組について、現時点では採算性が低いため予定してい
ないが、同規模都市等での実施事例等を踏まえ、採算性のある資源活用方法を継続的
に調査する。

・下水道事業の経営安定化のためには、使用料収入を適切な水準に設定する必要が
あり、定期的な使用料の見直しを行う。

使用料の見直しに関する事項

・上記以外の取組について、国や県の動向や他都市の状況を踏まえ、必要に応じ検討
する。

・国や県の指導方針や他自治体の動向等も加味しながら、本町で導入可能な手法の検
討を必要に応じ検討する。

・平成31年度よりストックマネジメント計画の策定を予定しており、改築更新事業に係る
事業費の平準化を図り、事業運営の安定化を図る。

・国や県の動向や周辺自治体の状況も考慮しながら、必要に応じて検討する。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

・運転方法の見直し等による薬品費の削減に努める。

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

・国や県の方針や他都市の動向等を踏まえて、PFI等の導入も将来的な選択肢の一つ
として、必要に応じて検討する。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

・各年度決算状況をチェックし、PDCAサイクルによる進捗管理を行う。戦略の更新は５年程度を
目途に実施する。

職員給与費に関する事項
・定員適正化計画を踏まえつつ、常に必要な職員数を検証し、事業の重要性や業務内
容など必要に応じて適切な人員配置を行う。

動力費に関する事項 ・運転方法の見直し等による動力費の削減に努める。

修繕費に関する事項
･施設ごとの老朽化状況、ストックマネジメント計画等を踏まえて、適切な時期に修繕を
実施し、更新費用の平準化に努める。

委託費に関する事項 ・維持管理内容の見直しや新技術の導入等により委託費の削減に努める。

その他の取組 ・技術者や企業会計等に精通した人員の確保や職員研修等に積極的に取り組む。

薬品費に関する事項



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 112,595 216,844 130,435 202,001 194,616 189,321 177,419 169,936 166,853 166,235 160,670 155,867

（１） (B) 47,162 48,694 43,657 47,000 48,000 46,800 45,500 46,400 45,300 44,300 45,500 44,200

ア 46,918 48,561 43,657 47,000 48,000 46,800 45,500 46,400 45,300 44,300 45,500 44,200

イ (C)

ウ 244 133

（２） 65,433 168,150 86,778 155,001 146,616 142,521 131,919 123,536 121,553 121,935 115,170 111,667

ア 65,433 167,949 86,775 154,998 146,613 142,518 131,916 123,533 121,550 121,932 115,167 111,664

イ 201 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

２ (D) 101,242 113,824 85,029 102,443 98,734 107,916 98,052 94,214 92,869 91,796 90,750 90,043

（１） 75,741 90,220 63,328 81,983 80,003 90,838 82,544 80,003 80,003 80,003 80,003 80,003

ア 19,722 20,945 13,121 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900 17,900

イ 56,019 69,275 50,207 64,083 62,103 72,938 64,644 62,103 62,103 62,103 62,103 62,103

（２） 25,501 23,604 21,701 20,460 18,731 17,078 15,508 14,211 12,866 11,793 10,747 10,040

ア 25,501 23,604 21,701 20,460 18,731 17,078 15,508 14,211 12,866 11,793 10,747 10,040

イ

３ (E) 11,353 103,020 45,406 99,558 95,882 81,405 79,367 75,722 73,984 74,439 69,920 65,824

1 (F) 103,509 17,843 63,310 35,998 47,708 25,623 49,344 30,058 64,730 64,552 94,454 97,475

（１） 0 17,019 21,116 17,135 22,791 12,600 28,193 28,193 41,548 47,898

（２） 102,509 17,043 62,710 1,669 2,530 888 3,453 2,858 4,612 4,434 6,142 6,313

（３）

（４）

（５） 16,710 23,462 7,000 22,500 14,000 31,325 31,325 46,164 42,664

（６） 1,000 800 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

（７）

２ (G) 114,898 120,882 103,449 135,556 143,590 107,028 128,711 105,780 138,714 138,991 164,374 163,299

（１） 8,137 16,042 33,418 46,923 14,000 45,000 28,000 62,650 62,650 92,328 95,328

（２） (H) 106,761 104,840 103,449 102,138 96,667 93,028 83,711 77,780 76,064 76,341 72,046 67,971

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 11,389 △ 103,039 △ 40,139 △ 99,558 △ 95,882 △ 81,405 △ 79,367 △ 75,722 △ 73,984 △ 74,439 △ 69,920 △ 65,824

平成39年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成39年度本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

(J) △ 36 △ 19 5,267 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L) 63 28

(M)

(N) 27 9 5,267 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 27 9 5,267 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 47,162 48,694 43,657 47,000 48,000 46,800 45,500 46,400 45,300 44,300 45,500 44,200

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T)

(U)

(V) 47,162 48,694 43,657 47,000 48,000 46,800 45,500 46,400 45,300 44,300 45,500 44,200

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(W)

(X) 1,265,915 1,161,075 1,057,626 972,507 896,956 821,063 760,143 694,963 647,092 598,944 568,446 548,373

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

65,433 167,949 146,584 154,998 146,613 142,518 131,916 123,533 121,550 121,932 115,167 111,664

36,606 125,167 114,584 121,998 114,613 109,318 97,416 89,933 86,850 86,232 80,667 75,864

28,827 42,782 32,000 33,000 32,000 33,200 34,500 33,600 34,700 35,700 34,500 35,800

102,509 17,043 2,345 1,669 2,530 888 3,453 2,858 4,612 4,434 6,142 6,313

3,533 3,737 0 0 185 188 1,203 1,458 1,480 1,502 1,526 1,547

98,976 13,306 2,345 1,669 2,345 700 2,250 1,400 3,132 2,932 4,616 4,766
167,942 184,992 148,929 156,667 149,143 143,406 135,369 126,391 126,162 126,366 121,309 117,977

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

0 0 0 0

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 111 99

0 0 0 0 0 0赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

99 99 99 99

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

69 99 100 94 98 99

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

平成38年度 平成39年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成35年度 平成36年度 平成37年度


